
小布施町フィンランドトゥルク市との交流事業に係る補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条　この要綱は、これからの小布施町を担う町民に環境施策や環境まちづくりに

対する視点や知識を獲得してもらい、「気候変動に対応したまちづくり」を目指す小

布施町の取組を推進するため、フィンランドトゥルク市との交流事業に参加する際

に要する費用に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、小布施町補

助金等交付規則（昭和 46 年小布施町規則第６号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（補助対象者）  

第２条　小布施町フィンランドトゥルク市との交流事業に係る補助金の交付の対象と

なる者は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。  

⑴　 町内に住所を有し、１年以上居住している者。ただし、学校教育法（昭和 22

年法律第 26 号）第１条の規定による大学等の学生で町外に住所を有している場

合は、進学以前に１年以上町内に住所を有していた者 

⑵　令和８年４月１日時点で 18 歳以上 29 歳以下の者。ただし、高校生を含まない 

ものとする 

⑶　小布施町に町税等（国民健康保険税、介護保険料、保育料、上・下水道料など 

を含む。）の滞納がない者 

　⑷　小布施町暴力団排除条例（平成 24 年小布施町条例第 16 号）第２条に規定する 

暴力団及び暴力団員関係者ではない者 

２　小布施町フィンランドトゥルク市との交流事業に係る参加要件は、次に掲げる要 

件の全てを満たすこととする。 

⑴　心身ともに健全で、協調性に富み、規律ある団体行動がとれる者 

⑵　海外での交流研修に熱心で、帰国後においても町が実施する環境に関する事業 

及び国際交流事業その他の本交流事業に関わる事業へ積極的に協力できる者 

⑶　交流事業の全日程に参加できる者 

⑷　英語によるコミュニケーションを積極的に図る意欲がある者 

３　フィンランドトゥルク市との交流事業の内容及び期間については、別に定めるも

のとする。 

（補助金額）  

第３条　補助の対象となる経費は、航空券に係る往復交通費及びフィンランド国内に

おける宿泊費とする。この場合において、補助率はかかった対象経費の 10/10 以内

とし、限度額を 40 万円とする。 

（補助金の交付申請）  

第４条　前条に規定する補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）



は、フィンランドトゥルク市との交流事業に係る補助金交付申請書兼応募申込書

（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して町長に申請しなければならない。こ

の場合において、申請期間は、令和８年７月１日から令和８年７月 17 日までとする。  

⑴　フィンランドトゥルク市との交流事業に係る補助金に係る閲覧承諾書（様式第 

２号） 

⑵　第２条第１号のただし書に規定する申請者は、戸籍附票その他の町内に住所を 

有していたことを示す書類 

⑶　前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第５条　町長は、前条の申請書の提出があったときは、これを審査するとともに、申

請のあった者から面接試験により適格者を選考し、その結果をフィンランドトゥル

ク市との交流事業に係る補助金交付決定通知書兼応募結果通知書(様式第３号)によ

り申請者に通知するものとする。この場合において、補助金の交付決定を受け、本

交流事業に参加することのできる者は、最大１名とする。 

（実績報告書） 

第６条　補助金の交付決定を受けた者は、当該交流事業が完了したときは、速やかに

フィンランドトゥルク市との交流事業に係る補助金実績報告書（様式第４号）を提

出しなければならない。ただし、町長は、申請者に対し様式第４号のほかに報告書

類の提出を求めることができるものとする。 

（研修完了の確認及び通知） 

第７条　町長は、前条に規定する実績報告書の提出を受けたときは、その内容の審査

等を行い、補助金の額を確定し、同条の実績報告書を提出した者にフィンランドト

ゥルク市との交流事業に係る補助金確定通知書（様式第５号）により通知するもの

とする。 

（補助金の請求） 

第８条　申請者は、補助金の交付を請求するときは、フィンランドトゥルク市との交

流事業に係る補助金請求（精算）書（様式第６号）により町長に請求するものとす

る。 

２　申請者は、第５条の規定により交付決定を受けた補助金額の範囲内で、町長に対

し概算払請求を行うことができる。 

３　申請者は、前項の補助金の概算払を請求しようとするときは、フィンランドトゥ

ルク市との交流事業に係る補助金概算払請求書（様式第７号）及び第３条に定める

経費に係る見積書又は請求書を町長に提出しなければならない。 

（補則） 

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 



附　則 

　（施行期日） 

１　この要綱は、令和７年７月１日から施行する。 

（失効） 

２　この要綱は、令和９年６月30日限り、その効力を失う。 

　　　附　則 

　この告示は、令和８年３月31日から施行する。


